
事業事前評価表 

 

国際協力機構中東・欧州部欧州課 

 

１．案件名（国名） 

国名：モルドバ共和国 

案件名：バイオマス燃料有効活用計画 

（The Project for Effective Use of Biomass Fuel）  

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における社会セクターの現状と課題 

モルドバは石油・石炭等の鉱物資源に乏しく、エネルギー源（天然ガス、石炭）の殆どをロシア、

ウクライナ等の周辺国からの輸入に頼っている。ソ連時代は連邦から安価なエネルギー源が供

給されていたが、独立以降は国際市場価格で燃料を購入しているため、国家財政を圧迫してい

る。地方では、行政府の財政難のため厳冬期の暖房のための十分な量の燃料を購入できず、地

域の学校等の公共施設に十分な暖房が行き届かない状況にある。暖房を供給できない地方で

は冬季に学校を一時閉鎖することもあるため、安定的な暖房供給をいかに確保するかが大きな

課題となっている。 

(2) 当該国における社会セクターの開発政策における本事業の位置づけ及び必要性 

「農業国家戦略 (2008-2015)」において、重点政策として、地方における①持続的な経済成長、

②貧困や不平等の削減、住民の地域経済活動への参加、③生活インフラの改善・開発が掲げら

れている。また、「政府行動計画（2011-2014）」において、バイオマスの利活用が重視されている。

本事業は、農業活動で生じる麦藁、果樹剪定枝等の残渣を原料とするペレットを利用したバイオ

マス暖房システム（バイオマス・ボイラー）の整備により、公共施設インフラを改善しコミュニティの

生活環境改善を行うものであり、上記政策に資するため必要性は高い。 

(3) 社会セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は、対モルドバ事業展開計画において「社会セクター」を援助重点分野とし、協力プログラ

ムとして「社会セクター開発プログラム」を実施している。当プログラムにおいて、これまで草の

根・人間の安全保障無償資金協力を通じ、地方でのバイオマス・ボイラー設置に係るパイロット・

プロジェクトを支援している。 

(4) 他の援助機関の対応 

2005 年～08 年、世界銀行は 8 つの村にバイオマス・ボイラーを導入し運用を開始。また、2011

年から 4 年間の予定で UNDP がバイオマス・ボイラーを 130 か所に展開するプロジェクトを実施

中で、藁やブリケット、ペレットを燃料とするバイオマス・ボイラーを導入予定。 

 

３．事業概要  

(1) 事業の目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、モルドバの公共施設（主に小学校等の教育施設）に、バイオマス（ペレット）

を燃料とするバイオマス・ボイラーとペレット製造設備を導入することにより、エネルギ

ー・コストの削減とこれら施設での継続的な暖房施設の運転を図り、もって当該住民の生
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活環境改善に寄与することを目的とする。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 

モルドバの首都キシニョフの貧困農民支援（2KR）実施ユニット・ワークショップ及び中部地方の

24 村落（人口約 10,400 人） 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容  

【機材】ペレット製造設備 1 セット、バイオマス・ボイラー25 セット、 

バイオマス・ボイラー用プレハブ建屋 25 セット 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

①バイオマス・ボイラー維持管理のための研修 

②ペレット製造設備維持管理のための研修 

③モルドバ国内におけるバイオマス・ボイラー利用者拡大のための広報活動支援 

(4) 総事業費/概算協力額 

 総事業費 12.69 億円（概算協力額（日本側）：11.53 億円、モルドバ側：1.16 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2013 年 6 月～2015 年 5 月を予定（計 24 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む。） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート） 

農業食品産業省の 2KR実施ユニット1 が実施機関。 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠： 

本事業は、｢国際協力機構環境社会配慮ガイドライン｣（2010年4月公布）に掲げる影響を

及ぼしやすいセクター・特性及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくな

い影響は最小限であると判断されるため、カテゴリ Cに該当する。 

2) 貧困削減促進： 

バイオマス・ボイラーの運転・維持管理等で雇用が創出される見込みであり、貧困削減に資

すると考えられる。 

3) 社会開発促進： 

コミュニティとも対話しつつ、対象施設選定においては児童の多い教育施設を優先し、また

雇用では経済的・社会的弱者に配慮することとする。 

(8) 他事業、ドナー等との連携・役割分担 

世界銀行や UNDP と対象村落の重複を避けるよう調整する。 

(9) その他特記事項 

本事業は、気候変動緩和策としても位置付けられ、暖房燃料の代替による二酸化炭素排出削減

（5,629 tCO2/年）が期待される。本事業はバイオマス暖房分野における我が国中小企業等の優

れた製品・技術を活用することを前提とするものであり、中小企業海外展開支援大綱等の我が

国政府の新成長戦略関連政策にも合致している。 

 

                                                   
1 元来 2KR 実施部局であるが、同省内の恒久的な部局としてカウンターパート（C/P）としての機能も果たすもの。 
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(1) 事業実施のための前提条件 

排煙が規制され、バイオマス・ボイラーの排煙が規制値を超えないこと（EU 加盟のための条件

等）。 

(2) プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

実施機関となる農業省 2KR 実施ユニットの機能が保持されること、2KR 実施ユニット及び事業対

象公共施設がバイオマス・ボイラーとペレット製造設備の維持管理費を確保すること。 

 

 
 

(1) 類似案件の評価結果 

草の根・人間の安全保障無償資金協力でバイオマス・ボイラーを供与した際には、藁を梱包、運

搬、集積する農家、ボイラー作業員雇用を行う地区行政府、ボイラーを実際に使用する組織の 3

者が、サプライ・チェーンとして円滑に機能するためには、各々の作業にかかる理解と協力が不

可欠であると評価された。 

(2) 本事業への教訓 

本事業では、バイオマス・ボイラーの燃料形態がペレットであるが、上記案件同様、本事業にお

いても、ペレットの製造から供給までのサプライ・チェーンを確立することが重要となる。そのため、

今回の事業ではペレット製造設備からボイラーまで、サプライ・チェーンに必要な機材を供与する

とともに、ソフトコンポーネントによりサプライ・チェーンの確立へ向けた各関係者の活動を支援す

る。 

 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

本事業は、農村地域、社会セクター開発の観点からモルドバの国家政策、わが国の援助重点分

野に合致し、実施の妥当性は高い。 

(2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2012 年） 目標値（2018 年） 

【事業完成 3年後】 

対象施設における暖房費 

(MDL/年) * 
6,753,361 5,602,845  

雇用創出 (名) ** 24 50 

1MDL＝6.69 円（2012 年 2 月 1 日-7 月 31 日平均レート） 

*キシニョフのトレーニングセンターを除く 24 対象施設とする。 

**既存ボイラー使用燃料が石炭の場合は 1名減（3名→2名）、ガス・電力の場合は 2名増（0名→

2名）として計算。 

2) 定性的効果 

暖房環境が整備されることによる農村コミュニティにおける生活環境の改善。 

４. 外部条件・リスクコントロール 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
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７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 
   

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価 事業完成 3年後                                    

 

以 上 


